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1 はじめに 
過去の地震被害には，液状化による構造物の崩壊な

どの被害の他に，地震終了後に発生する流動変形現象

が報告されている．流動現象の発生原因にはいくつか

考えられているが，本研究では流動現象の発生原因を

地震終了後に発生した間隙水の流入と，地震時に受け

た土骨格の崩壊による土の剛性の低下であると考えた． 
そこで，このような現象をより適切に表現するため

に，繰り返し構成モデルである飛田・吉田モデル1)に対

して改良を行い，密度変化を考慮した繰り返し構成モ

デルの構築を試みた．その改良点としては，密度依存

性の表現，中間主応力の影響，繰り返し載荷時の砂の

内部構造変化が挙げられるが，ここでは密度依存性の

みを検討した．ただし，本研究で中間主応力の影響を

検討する際，その影響よりも塑性係数決定方法，主応

力回転時の塑性変形挙動の表現，そして弾性劣化現象

などの影響が大きいと考えた．そのため，具体的なモ

デル化の必要性は低いと考え，現時点で中間主応力の

影響は無視している． 
まず密度依存性を考慮した飛田・吉田モデルの骨格

曲線を確定するために，単調載荷時での間隙水の移動

による流動を検討した．そのために密度・拘束圧依存

性を取り入れた Li and Dafalias(2000)モデル2)を用いた．

その解析結果とひずみ経路制御試験による実験結果3)

とを比較し，間隙水の流入による流動の影響を検討し

た．また，地震時の土骨格の崩壊の影響についても同

モデルを用いて検討した． 
 

2 密度依存性の表現 
本研究では流動現象を検討するために密度・拘束圧

依存性を考慮している Li and Dafalias(2000)モデル 2)を

用いた．Li and Dafalias(2000)モデルの基本的特徴は以下
のようになっている． 
z 限界状態の概念について 

砂を様々な初期間隙比から様々な方法でせん断した

場合，最終的に，拘束圧 p′と偏差応力 qは，q p′= Μ で
指定される直線上に位置することになり，最終的な状

態での間隙比を限界間隙比 ce と定義する．この限界間
隙比 ce と拘束圧 p′の関係は一意的に定まるとする概念
を限界状態の概念という． 

Li and Dafalias(2000)による state parameterψ は以下の
様に表現できる． 

( / )c c ae e e e p p ζψ λΓ ′= − = − −      (1) 

ここで eΓは 1p kPa′ = における限界間隙比， ap は大気圧，

cλ とζ は物性パラメータである． 
z 変相線の密度・拘束圧依存性の表現 

変相線とはダイレイタンシーが負から正に変わると

きの応力比を連ねた直線で，Li and Dafalias(2000)は，ダ
イレイタンシー係数 d を次式で定義することにより，
変相線の応力比の密度・拘束圧依存性を表現した． 

0 ( exp( ) )dd mψ η= Μ −
Μ

        (2) 

ここでΜは限界状態の応力比， 0d は基本的なダイレ
イタンシー係数，ηは現在の応力比，mは正の定数で
ある． 

z 応力－ひずみ曲線の密度・拘束圧依存性の表現 

砂の応力－ひずみ曲線の密度・拘束圧依存性の主た

る特徴は次の２点である． 

1) 拘束圧が同じで，初期間隙比が異なるとき，密度の

高い砂はピークを示した後，ひずみ軟化挙動を示し

ながら，限界状態に至る．密度の低い砂は緩やかに

限界状態に至る． 

2) 初期間隙比が同じ値で，拘束圧が異なるとき，拘束

圧が小さい砂はピークを示した後，ひずみ軟化挙動

を示すことが多い．また，拘束圧が大きい砂は緩や

かに限界状態に至る． 

この挙動を表現するのに，Li and Dafalias(2000)は次式
で硬化関数を提案している． 
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η

= Μ − −

= −
     (3) 

ここで，Gはせん断弾性係数であり， h， 1h ， 2h は
材料定数である． 

 

3 ひずみ経路制御試験による実験結果 
本研究の結果と比較するための既存の研究として，

ひずみ経路制御試験による実験結果 3)を用いた．この実

験ではζ という値を設定し，そのζ の違いにより，ど
のような挙動を示すかを調べている．このζ は以下の
ように定義されている． 

1

vd
d
ε

ζ
ε

=                     (4) 

vdε は体積ひずみ増分， 1dε はせん断ひずみ増分とな
っている．また， 0ζ ≥ では圧縮している状態で， 0ζ ≤
では膨張している状態，そして 0ζ = では非排水状態を
意味している．この実験結果では， 0ζ ≤ の時には，間
隙水を流入している状態なので，不安定な挙動を示す

結果が示されている．  



4 解析結果 
 図-1から 4までの結果は全て Li and Dafalias(2000)モ
デルを用いたものである．初期間隙比は 0.68，初期拘
束圧は 1000kPa であり，全て単調載荷時である．本研
究では，ひずみ経路制御試験による実験結果 3)で定義し

たζ をθとして解析を行ったが，定義としては同じであ
る． 
図-1 は qγ − 関係，図-2 は p q− 関係を示している．
図-1より 0θ ≤ のときは，全てひずみが約 10%を少し過
ぎたあたりから軟化挙動を示す結果となった．つまり，

ひずみが 10%を少し過ぎたあたりから不安定になった
と言える． p q− 関係においては，途中から折り返して
減少を示す挙動として現れている．特にこの結果はひ

ずみ経路制御試験による実験結果 3) に類似する挙動が

再現できている．図-3 は地震動による土骨格の崩壊を
考慮したときの qγ − 関係である．θの値は-0.095 であ
る．この結果より，地震動による履歴を受けてないも

のに対して，履歴を受けたもの程，抵抗が弱くなって

いることがわかる．図-4は履歴あり・なし，流入あり・
なしを比較したものである．この結果からも，履歴，

流入なしに比べ，履歴，流入が共にあるものの強度は

明らかに小さくなっている．これより，間隙水の流入

や土骨格の崩壊が流動に大きく影響していることがわ

かる． 
 

5 おわりに 
これまで地盤分野で構造物の安全性を考える際，排

水状態は安全で非排水状態は危険だと思われてきた．

しかし，本研究の結果より，非排水状態だけが危険で

はなく，間隙水の流入や地震時に受けた土骨格の崩壊

などの影響によっては，もっと危険な状態があること

がわかった．つまり，地震動により土骨格が乱され，

そこに間隙水の流入が加われば，いくら密な状態でも

危険になり得ると言える． 
以上の結果から，Li and Dafalias(2000)モデルを飛田・
吉田モデルに取り入れれば，密度変化を考慮した繰り

返し構成モデルの表現が可能と考えられる． 

また，本研究では，繰り返し載荷時の砂の内部構造

の変化についても基本的定式化は行ったが，具体的な

繰り返しの検証までは至らなかったため，この点が今

後の課題と言える．  
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図-1 qγ − 関係  

図-2 p q− 関係  

図-3 qγ − 関係 (土骨格の崩壊を考慮) 

図-4 qγ − 関係 (履歴のあり・なし，流入のあり・

なしによる比較) 
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